
Ⅱ　日本の科学技術
Indicators of S&T in Japan

（注）特に注記がない場合、総務省統計局が行っている「科学技術研究調査報告」に

基づいており、人文・社会科学部門を含めた値を表記している。
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16．総括　Summary

16-1	 研究費等の推移　R&D expenditures and the number of researchers

国内総生産（a） 研 究 費（b） 政府負担（c） 国防研究費（d）

兆　円 億　円 億　円 億　円

元('89)

２('90)

３('91)

４('92)

５('93)

６('94)

７('95)

８('96)

９('97)

注） １. Ａは研究費の対国内総生産比（b/a）、Ｂは研究費の政府負担割合（c/b）、Ｃは国防を除く研究費の

注）  1.政府負担割合（c-d）/（b-d）、Ｄは政府負担研究費の対国内総生産比 （c/a）である。

注） ２. 国内総生産、研究費、政府負担、国防研究費は年度、研究者数、人口は年の値である。

注） ３. 研究費及び研究者数は人文・社会科学を含む。

注） ４. 研究者数は、各年とも3月31日現在 （ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ５. 国防研究費は、国の科学技術関係予算（当初予算）のうち防衛省（ただし、平成18年度までは防衛庁）所管

注） ５. 分である。

注） ６. 人口は10月1日現在の値である。

項目

年度
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16．総括

Summary

研究者数 人　口

人 万　人

資料： （国内総生産）内閣府「国民経済計算確報」

資料： （研究費、政府負担、研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査報告」

資料： （国防研究費）内閣府のデータを元に文部科学省作成

資料： （人口）総務省統計局「人口推計」

注） ５. 国防研究費は、国の科学技術関係予算（当初予算）のうち防衛省（ただし、平成18年度までは防衛庁）所管

(％) (％) (％) (％)

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-2	 組織別研究実施機関数の推移　 

Number of R&D performing institutions by research sector and kind of organization

総　額 企　業  等 非営利団体

計 会　社
特殊法人・

独立行政法人
計

（※１）

元('89)

２('90)

３('91)

４('92)

５('93)

６('94)

７('95)

８('96)

９('97)

－

－

－

－

注） １. 研究実施機関数は、各年度内に研究を実施した機関数であり、委託研究などのために外部へ研究費を

注） １. 支出した機関も含まれる。

注） ２. 会社は、昭和50年度以降は資本金300万円以上、54年度以降は資本金500万円以上、平成6年度以降は

注） １. 資本金1,000万円以上を調査対象としている。

注） ３. 平成13年度から調査対象区分が変更されたため、平成12年度までの非営利団体は、民営研究機関の

注） １. 数値を使用している。

注） ４. 特殊法人・独立行政法人（a）は産業連関表において生産活動主体が「産業」に分類されているもの（民間系）、

注） １. （b）は科学技術に関する試験研究又は調査研究を行うことを目的とするもの（国・地方公共団体系）である。

注） ５. 大学の調査単位は、学部である。

組織

年度
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16．総括

Summary

国　営 公　営
特殊法人・

独立行政法人（b）
計 国　立 公　立 私　立

（※２）

６．平成24年の「科学技術研究調査報告」から、「企業等」は「企業」に変更され、「企業等」に含まれていた「特殊法人・独立

　　行政法人」は、「公的機関」の「特殊法人・独立行政法人」に移された。平成23年度以降の「企業等」の計は、「企業」の値。

（※１）　Public  corporations  and  enterprises,  and  incorporated  administrative  agency

（※２）　Government-affiliated  agencies  and  research  institutions,  and  incorporated  administrative  agency

大　　学　　等公　的　機　関

Ⅱ



110

Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-3	 組織別研究費の推移　 

R&D expenditures by research sector and kind of organization

会　社 計 国　営 公　営

年度
 （A） 割合

（％）

（Ｂ） 割合

（％）

元('89)

２('90)

３('91)

４('92)

５('93)

６('94)

７('95)

８('96)

９('97)

注） １. 平成13年度から調査対象区分が変更されたため、平成12年度までの非営利団体は民営研究機関の数値を

注） １. 使用している。

注） ２. 特殊法人・独立行政法人（a）は産業連関表において生産活動主体が「産業」に分類されているもの（民間

注） １. 系）、（b）は科学技術に関する試験研究又は調査研究を行うことを目的とするもの（国・地方公共団体系）

注） １. である。

組織

特殊法人
・独立

行政法人
（a）

（※１）

非営利団体企　　　　業　　　　等
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16．総括

Summary

  （単位： 百万円  million yen）

計 国　立 公　立 私　立 計

（C） 割合

（％）

（D） 割合

（％）

（E） 割合
（％）

３．平成24年の「科学技術研究調査報告」から、「企業等」は「企業」に変更され、「企業等」に含まれていた「特殊法人・独立

　　行政法人」は、「公的機関」の「特殊法人・独立行政法人」に移された。平成23年度以降の「企業等」の計は、「企業」の値。

（※１）　Public  corporations  and  enterprises,  and  incorporated  administrative  agency

（※２）　Government-affiliated  agencies  and  research  institutions,  and  incorporated  administrative  agency

特殊法人
・独立

行政法人
（b）

（※２）

総  　　額大　　　　学　　　　等公　　　　的     　　機　　　　関

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-4	 負担源別研究費の推移　R&D expenditures by source of funds

総　　　額

元('89) 総 数

２('90) 総 数

３('91) 総 数

４('92) 総 数

５('93) 総 数

６('94) 総 数

７('95) 総 数

８('96) 総 数

９('97) 総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

注） 平成13年度から調査対象区分が変更されている。

負担源 国・地方公共団体 民 　　　　間

Central  and  ｌocal  governments

年度，
実施機関
FY， 負 　担 割　合

（％）
負 　担 割　合

（％）
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16．総括

Summary

  （単位： 百万円  million yen）

外　　　国

企　業　等 私 立 大 学 非営利団体

割　合
（％）

負 　担 割　合
（％）

負 　担 割　合
（％）

負 　担 割　合
（％）

負 　担

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-5	 性格別研究費の推移　 

R&D expenditures by type of activity（Natural sciences and engineering only）

社内研究実施機関数 総　　　　額

元('89) 総 数

２('90) 総 数

３('91) 総 数

４('92) 総 数

５('93) 総 数

６('94) 総 数

７('95) 総 数

８('96) 総 数

９('97) 総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

注） １. 内部使用研究費のうち自然科学（理学、工学、農学、保健）に使用した研究費を性格別に区分したもの

注） １. （人文･社会科学系の機関も含む）。

注） ２. 平成13年度から調査対象区分が変更されている。

性格

年度，組織
FY， Kind  of  organization
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16．総括

Summary

  （単位： 百万円  million yen）

　

割合
（％）

割合
（％）

基  礎  研  究 応  用  研  究

割合
（％）

開  発  研  究

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-6	 費目別研究費の推移　R&D expenditures by sector of type of cost

総　　　額

元('89) 総 数

２('90) 総 数

３('91) 総 数

４('92) 総 数

５('93) 総 数

６('94) 総 数

７('95) 総 数

８('96) 総 数

９('97) 総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

注1） 平成13年度から調査対象区分、費目が変更されている。「リース料」が「その他の経費」から分離し追加された。

注2） 平成25年度より、「その他の経費」から分離し、「無形固定資産購入費」の区分が追加された。

原 　材 　料 　費

年度

費目

割合
（％）

人  　　件  　　費

割合
（％）
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16．総括

Summary

  （単位： 百万円  million yen）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

リ　ー　ス　料 そ の 他 の 経 費有形固定資産購入費 無形固定資産購入費

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-7	 特定目的別研究費の推移　R&D expenditures by selected objective

ライフサイエンス 情 報 通 信 環　境

２('90) 総 数

３('91) 総 数

４('92) 総 数

５('93) 総 数

６('94) 総 数

７('95) 総 数

８('96) 総 数

９('97) 総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

総 数

企 業

非 営 利 団 体

公 的 機 関

大 学 等

注） １. 平成12年度までは自然科学の研究機関のみ、平成13年度以降は人文･社会科学の研究機関を含む。

注） ２. 平成13年度から調査対象区分が変更され，特定目的も追加されている。

注） ３. 「企業等」（平成22年度まで）については、資本金１億円以上の会社及び特殊法人・独立行政法人

　　　　 （産業連関表において生産活動主体が「産業」に分類されているもの）を、「企業」（平成23年度以降）は

　　　　 資本金1億円以上の会社を対象としている。

目的

年度，組織
FY， Kind  of  organization
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16．総括

Summary

 （単位： 百万円  million yen）

物質・材料 ナノテクノロジー エネルギー 宇 宙 開 発 海 洋 開 発

　 いた調査結果との継続性はない。

資料： 「エネルギー研究調査報告」

４. ライフサイエンス、エネルギーは、平成10年度分からこの調査項目に加えられたため、従前、別に行われて

資料： （ライフサイエンス、エネルギー（平成9年度まで））総務省統計局「ライフサイエンス研究調査報告」、

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-8	 研究関係従業者数の推移　Number of R&D personnel by kind of occupation

研　　究　 者 研  究  補  助  者

総 数
元('89) 総 数
２('90) 総 数
３('91) 総 数
４('92) 総 数
５('93) 総 数
６('94) 総 数
７('95) 総 数
８('96) 総 数
９('97) 総 数

総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
総 数
企 業 等
非 営 利 団 体
公 的 機 関
大 学 等
総 数
企 業 等
非 営 利 団 体
公 的 機 関
大 学 等
総 数
企 業 等
非 営 利 団 体
公 的 機 関
大 学 等
総 数
企 業
非 営 利 団 体
公 的 機 関
大 学 等
総 数
企 業
非 営 利 団 体
公 的 機 関
大 学 等
総 数
企 業
非 営 利 団 体
公 的 機 関
大 学 等
総 数
企 業
非 営 利 団 体
公 的 機 関
大 学 等

注） １. 各年とも3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ２. 平成13年までの企業等、非営利団体、公的機関の研究者は研究本務者のみである。

注） ３. 研究支援者は、研究補助者、技能者及び研究事務その他の関係者である。

年

区分 研究関係
従業者数

割 合
（％）
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16．総括

Summary

（単位： 人  persons）

研  究  補  助  者

（※）

（※） Research assistants per researcher

研究者１人
当たり研究
支援者数

研究事務その他の関係者

割 合
（％）

割 合
（％）

割 合
（％）

技　　能　　者

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-9	 組織別研究者数の推移　 

Number of researchers by research sector and kind of organization

会　社 （a） 計 国　営 公　営

年
（※１）

（Ａ）
割合
（％） （Ｂ）

割合
（％）

元('89)

２('90)

３('91)

４('92)

５('93)

６('94)

７('95)

８('96)

９('97)

注） １. 各年とも3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ２. 平成13年度から調査対象区分が変更されたため、平成12年度までの非営利団体は、民営研究機関の数値を使

注） ２. 用している。

注） ３. 平成13年までの企業等、非営利団体、公的機関の研究者は研究本務者のみである。

注） ４. 特殊法人・独立行政法人（a）は産業連関表において生産活動主体が「産業」に分類されているもの（民間系）、

注） ４. （b）は科学技術に関する試験研究又は調査研究を行うことを目的とするもの（国・地方公共団体系）である。

組織 企　　　　業　　　　等 非営利団体    公　　　　的        
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16．総括

Summary

（単位： 人  persons）

総  　　数

（ｂ） 計 国　立 公　立 私　立 計
（※２）

（C）
割合
（％） （D）

割合
（％） （E） 割合

（％）

５．平成24年の「科学技術研究調査報告」から、「企業等」は「企業」に変更され、「企業等」に含まれていた「特殊法人・独立

　　行政法人」は、「公的機関」の「特殊法人・独立行政法人」に移された。平成24年以降の「企業等」の計は、「企業」の値

（※１） Public  corporations  and  enterprises,  and  incorporated  administrative  agency

（※２） Government-affiliated  agencies  and  research  institutions,  and  incorporated  administrative  agency

　　機　　　　関 大　　　　学　　　　等

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

16-10	 学問・専門・組織別研究者数（実数）（平成 27 年） 

Number of researchers by research sector, field of science and specialty （head-

counts）（2015）

（単位： 人  persons）

総　　数 企 業 非営利団体 公的機関 大 学 等

数 学 ・ 物 理

情 報 科 学

化 学

生 物

地 学

そ の 他

機械・船舶・航空 (※1)

電 気 ・ 通 信 (※2)

土 木 ・ 建 築

材 料

繊 維

そ の 他

農 林･獣 医･畜 産 (※3)

水 産

そ の 他

医 学 ・ 歯 学

薬 学

そ の 他

注） １. 平成27年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究者数（実数）を専門的知識の別によって区分したものである。

注） ３. 大学等は研究者のうち本務者のみの値である。

（※１） Mechanical  engineering,  shipbuilding  and  aeronautical  engineering

（※２） Electrical  engineering  and  telecommunications  engineering

（※３） Agriculture  and  forestry,  veterinary  and  animal  husbandry

人文・社会科学，その他

総　　　　　　　　　　　　数

組織

学問，専門
Field  of  science，Specialty

自　　　然　　　科　　　学

工　　　　　　　　学

農　　　　　　　　学

保　　　　　　　　健

理　　　　　　　　学
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Summary

16-11	 組織別研究者 1人当たりの研究費の推移　 

R&D expenditures per researcher by research sector

 　（単位： 万円  10,000 yen）

全　　体 企業 非営利団体 大 学 等

注） １. 平成13年度から調査対象区分が変更されたため、平成12年度までの非営利団体は民営研究機関の値を

注） １. 使用している。

注） ２. 平成12年度までの研究者数は、全ての組織において研究本務者のみを使用している。

注） ３. 大学等については、研究本務者1人当たりの研究費である。

組織

９('97)

年度

３('91)

４('92)

５('93)

６('94)

公的機関

７('95)

８('96)

うち国営

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

16-12	 学位授与数　Number of degrees granted

 修　士　総　数

　 うち自然科学

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

 博　士　総　数

　 うち自然科学

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

資料： 文部科学省大学振興課調べ

     （単位： 人  persons）

年度
学位
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Summary

16-13	 学生数及び卒業者数　Number of students enrolled and graduates

16-13-1	 大学　Number of students enrolled and graduates of universities and colleges

16-13-2	 大学院修士課程・博士課程　 

Number of students enrolled and graduates of graduate schools

 （単位： 人  persons）

 学　生　総　数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

 卒 業 者 総 数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

注） 各年とも5月1日現在の値である。

資料： 文部科学省「学校基本調査報告書」

16-13-2　大学院修士課程・博士課程　 Number of students enrolled and graduates of graduate schools

（単位： 人  persons）

修士課程 博士課程 修士課程 博士課程 修士課程 博士課程

 学　生　総　数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

 卒 業 者 総 数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

注） 各年とも5月1日現在の値である。

資料： 文部科学省「学校基本調査報告書」

年

学科

年
学科

 （単位： 人  persons）

 学　生　総　数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

 卒 業 者 総 数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

注） 各年とも5月1日現在の値である。

資料： 文部科学省「学校基本調査報告書」

16-13-2　大学院修士課程・博士課程　 Number of students enrolled and graduates of graduate schools

（単位： 人  persons）

修士課程 博士課程 修士課程 博士課程 修士課程 博士課程

 学　生　総　数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

 卒 業 者 総 数

　うち自然科学系統

　　理　　　 学

　　工　　　 学

　　農　　　 学

　　保　　　 健

注） 各年とも5月1日現在の値である。

資料： 文部科学省「学校基本調査報告書」

年

学科

年
学科

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

16-14	 卒業生の進路　Destination of graduates

16-14-1	 大学卒業者（平成 27 年 3 月卒業） 

Number of graduates of universities and colleges by field of study and industry（March 2015）

　　（単位： 人  persons）

全 学 科

理　　学 工　　学 農　　学 保　　健

産業

 計

農業，林業

漁業 －

鉱業，採石業，砂利採取業 －

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

上記以外のもの

資料： 文部科学省「学校基本調査報告書」

学科
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Summary

16-14-2	 大学院修了者（平成 27 年 3 月修了） 

Number of graduates of graduate schools by field of study and industry（March 2015）

　(単位： 人  persons)

全 学 科

理　　学 工　　学 農　　学 保　　健

産業

 計

農業，林業

－ －

漁業 －

－ － －

鉱業，採石業，砂利採取業

－ －

建設業

－

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

－

情報通信業

運輸業，郵便業

－

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

－ － －

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

－ －

生活関連サービス業，娯楽業

－

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

－

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

上記以外のもの

注） 各欄とも上段（M）は修士課程、下段（D）は博士課程である。

資料： 文部科学省「学校基本調査報告書」

学科
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16-15	 技術士　Professional engineer

16-15-1	 技術士の第二次試験合格者及び登録者数の推移（技術士）　 

Number of passed registered professional engineer

（単位： 人  persons）

年度

1区分

 第二次試験合格者

 登録者

 登録者累計

注） 各年度末現在の値である。

資料： 文部科学省人材政策課調べ

16-15-2　技術士の第一次試験合格者及び登録者数の推移 （技術士補）

1-15-2　Number of passed registered of associate professional engineer

（単位： 人  persons）

年度

1区分

 第一次試験合格者

 登録者

 登録者累計

注） 各年度末現在の値である。

資料： 文部科学省人材政策課調べ

「登録者」は、当該年度の新規登録者である。「登録者累計」は前年度の登録者に当該年度の「登録者」数
を加え、さらに当該年度中に登録を削除した者の数を除したものである。

「登録者」は、当該年度の新規登録者である。「登録者累計」は前年度の登録者に当該年度の「登録者」数
を加え、さらに当該年度中に登録を削除した者の数を除したものである。
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Summary

16-15-2	 技術士の第一次試験合格者及び登録者数の推移（技術士補）　 

Number of passed registered of associate professional engineer

（単位： 人  persons）

年度

1区分

 第二次試験合格者

 登録者

 登録者累計

注） 各年度末現在の値である。

資料： 文部科学省人材政策課調べ

16-15-2　技術士の第一次試験合格者及び登録者数の推移 （技術士補）

1-15-2　Number of passed registered of associate professional engineer

（単位： 人  persons）

年度

1区分

 第一次試験合格者

 登録者

 登録者累計

注） 各年度末現在の値である。

資料： 文部科学省人材政策課調べ

「登録者」は、当該年度の新規登録者である。「登録者累計」は前年度の登録者に当該年度の「登録者」数
を加え、さらに当該年度中に登録を削除した者の数を除したものである。

「登録者」は、当該年度の新規登録者である。「登録者累計」は前年度の登録者に当該年度の「登録者」数
を加え、さらに当該年度中に登録を削除した者の数を除したものである。

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

17．企業　Business enterprises

17-1	 産業・資本金規模別研究費（平成 25，26 年度） 

R&D expenditures by size of capital and industry（FY2013, FY2014）

　＜Capital  size＞

10  ～

100  ～  

1,000  ～  10,000

総 合 化 学 工 業

油 脂 ･ 塗 料 製 造 業

そ の 他 の 化 学 工 業

電 子 応 用 ・ 電 気 計 測 器 製 造 業

そ の 他 の 電 気 機 械 器 具 製 造 業

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業

そ の 他 の 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

技術サービス業（他に分類されないもの）

そ の 他 の 製 造 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

通 信 業

放 送 業

情 報 サ ー ビ ス 業

インターネット附随・その他の情報通信業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関

専門サービス業（他に分類されないもの）

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

年度

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

農 林 水 産 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

医 薬 品 製 造 業

化 学 工 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業

サ ー ビ ス 業 他 に 分 類 さ れ な い も の

産業，
資本金規模
Industry， Size  of  capital

全 産 業

  1,000万円  ～   1億円未満

1億円  ～  10億円

10億円  ～   100億円

100億円以上

パ ル プ ･ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・ 電 子回 路製 造業
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Business enterprises

（単位： 百万円  million yen）

対前年度伸び率

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

17-2	 産業・資本金規模・性格別研究費（平成 26 年度） 

R&D expenditures by type of activity, size of capital and industry（FY2014）

総　　　額

　＜Capital  size＞
10  ～

100  ～  

1,000  ～  10,000

総 合 化 学 工 業
油 脂 ･ 塗 料 製 造 業
そ の 他 の 化 学 工 業

電 子 応 用 ・ 電 気 計 測 器 製 造 業
そ の 他 の 電 気 機 械 器 具 製 造 業

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業
そ の 他 の 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

産業，
資本金規模
Industry， Size  of  capital

全 産 業

建 設 業
製 造 業

食 料 品 製 造 業

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業
農 林 水 産 業

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業

  1,000万円  ～   1億円未満

1億円  ～  10億円

10億円  ～   100億円

100億円以上

性格別

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

サ ー ビ ス 業 他 に 分 類 さ れ な い も の

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業
電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・ 電 子回 路製 造業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業
輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 製 造 業

情 報 通 信 業

インターネット附随・その他の情報通信業

専門サービス業（他に分類されないもの）
学 術 ・ 開 発 研 究 機 関

金 融 業 ， 保 険 業

通 信 業
放 送 業

技術サービス業（他に分類されないもの）

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

情 報 サ ー ビ ス 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

卸 売 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

繊 維 工 業

医 薬 品 製 造 業

非 鉄 金 属 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業
鉄 鋼 業

パ ル プ ･ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

化 学 工 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

運 輸 業 ， 郵 便 業
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割合
（％）

（単位： 百万円 million  yen）

開  発  研  究応  用  研  究基  礎  研  究

割合
（％）

割合
（％）

Ⅱ



136

Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

17-3	 産業・資本金規模・費目別研究費（平成 26 年度） 

R&D expenditures by sector of type of cost, size of capital and industry（FY2014）

研　究　費

（百万円  million  yen）

（A）

総 合 化 学 工 業

油 脂 ･ 塗 料 製 造 業

そ の 他 の 化 学 工 業

電 子 応 用 ・ 電 気 計 測 器 製 造 業

そ の 他 の 電 気 機 械 器 具 製 造 業

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業

そ の 他 の 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

建 設 業

産業
資本金規模
Industry， Size  of  capital

全 産 業

  1,000万円  ～   1億円未満

費目     内１１１１１

人　件　費 原 材 料 費

1億円  ～  10億円

10億円  ～   100億円

100億円以上

農 林 水 産 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

鉄 鋼 業

製 造 業

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

パ ル プ ･ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

医 薬 品 製 造 業

化 学 工 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

情 報 通 信 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

電子部品・ デバ イス ・ 電 子回 路製 造業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

サ ー ビ ス 業 他 に 分 類 さ れ な い も の

通 信 業

放 送 業

情 報 サ ー ビ ス 業

インターネット附随・その他の情報通信業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関

専門サービス業（他に分類されないもの）

技術サービス業（他に分類されないもの）
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研 究 者 数 研究者１人当たり研究費

（人  Persons） （万円  10,000  yen）

（B） （A）/（B）

１１１１１訳 （百万円  million  yen）

有形固定資産
購入費

リース料 その他の経費

Ⅱ
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17-4	 産業別研究費の対売上高比率（平成 25，26 年度） 

Ratio of R&D expenditures to net sales by industry（FY2013, FY2014）

研究費 売上高

（％） （百万円 million  yen） （億円 100 million yen）

（％） （A/B） （A） （B）

総 合 化 学 工 業

油 脂 ･ 塗 料 製 造 業

そ の 他 の 化 学 工 業

電 子 応 用 ・ 電 気 計 測 器 製 造 業

そ の 他 の 電 気 機 械 器 具 製 造 業

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業

そ の 他 の 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

注） 全産業の値は金融・保険業を除いた値である。

専門サービス業（他に分類されないもの）

技術サービス業（他に分類されないもの）

サ ー ビ ス 業 他 に 分 類 さ れ な い も の

情 報 サ ー ビ ス 業

インターネット附随・その他の情報通信業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関

放 送 業

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

電子部品・デバ イス ・電 子回 路製 造業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

通 信 業

金 属 製 品 製 造 業

繊 維 工 業

パ ル プ ･ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

医 薬 品 製 造 業

化 学 工 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

食 料 品 製 造 業

項目
平成25年度

平成26年度

研究費の
対売上高比率

産業

研究費の
対売上高比率

全 産 業

農 林 水 産 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業
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17-5	 産業・資本金規模別研究関係従業者数（平成 27 年） 

Number of R&D personnel by kind of occupation, size of capital and industry（2015）

（単位： 人  persons）

総　　数 研 究 者 研究補助者 技 能 者
研究事務そ
の他の関係

者

研究者１人
当たり研究
支援者数

総 合 化 学 工 業
油 脂 ・ 塗 料 製 造 業
そ の 他 の 化 学 工 業

電 子 応 用 ・ 電 気 計 測 器 製 造 業
そ の 他 の 電 気 機 械 器 具 製 造 業

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業
そ の 他 の 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

注） １. 平成27年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究支援者は、研究補助者、技能者及び研究事務その他の関係者である。

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）

電子部品・デバイス・電子回路製造業

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関
専門サービス（他に分類されないもの）
技術サービス（他に分類されないもの）

運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業
金 融 業 、 保 険 業
学 術 研 究 、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

輸 送 用 機 械 工 業

放 送 業

インターネット附随・その他の情報通信業

そ の 他 の 製 造 業
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業
情 報 通 信 業

通 信 業

情 報 サ ー ビ ス 業

金 属 製 品 製 造 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業
は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

ゴ ム 製 品 工 製 造 業
窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業
鉄 鋼 業
非 鉄 金 属 製 造 業

医 薬 品 製 造 業
化 学 工 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

食 品 製 造 業
繊 維 工 業
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 製 造 業
印 刷 ・ 同 関 連 業

農 林 水 産 業
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業
建 設 業
製 造 業

       1億円    ～　 10億円
      10億円   ～ 100億円
    100億円　  以    上

区分

産業，
資本金規模
Industry， Size  of  capital

全 産 業

 1,000万円    ～    １億円　未満

Ⅱ
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17-6	 産業別・資本金規模別研究者数の推移（平成 26, 27 年） 

Number of researchers by size of capital and industry（FY2014, FY2015）

（単位： 人  persons）

対前年度伸び率

総 合 化 学 工 業
油 脂 ・ 塗 料 製 造 業
そ の 他 の 化 学 工 業

電 子 応 用 ・ 電 気 計 測 器 製 造 業
そ の 他 の 電 気 機 械 器 具 製 造 業

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業
そ の 他 の 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

注）各年とも3月31日現在の値である。

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）

通 信 業
放 送 業
情 報 サ ー ビ ス 業
インターネット附随・その他の情報通信業

運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業
金 融 業 、 保 険 業
学 術 研 究 、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関
専門サービス（他に分類されないもの）
技術サービス（他に分類されないもの）

情 報 通 信 業

非 鉄 金 属 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業
は ん 用 機 械 器 具 製 造 業
生 産 用 機 械 器 具 製 造 業
業 務 用 機 械 器 具 製 造 業
電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業
電 気 機 械 器 具 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業
輸 送 用 機 械 工 業

そ の 他 の 製 造 業
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

鉄 鋼 業

製 造 業
食 品 製 造 業
繊 維 工 業
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 製 造 業
印 刷 ・ 同 関 連 業
医 薬 品 製 造 業
化 学 工 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業
ゴ ム 製 品 工 製 造 業
窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

建 設 業

年

産業，
資本金規模
Industry， Size  of  capital

全 産 業

 1,000万円 ～   １億円　未満

   1億円   ～　 10億円

  10億円   ～ 100億円

 100億円　  以    上

農 林 水 産 業
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業
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17-7	 産業・学問別研究者数（実数）（平成 27 年） 

Number of researchers by field of science and industry（head-counts）（2015）

（単位： 人  persons）

研究者数

計 理 　学 工 　学 農 　学 保 　健

総 合 化 学 工 業

油 脂 ・ 塗 料 製 造 業

そ の 他 の 化 学 工 業

電 子 応 用 ・ 電 気 計 測 器 製 造 業

そ の 他 の 電 気 機 械 器 具 製 造 業

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業

その他の輸送用機械器具製造業

注） １. 研究者数（実数）を専門的知識の別によって区分したものである。

注） ２. 平成27年3月31日現在の値である。

食 品 製 造 業

学問 自　　　然　　　科　　　学 人 文・
社会科学

産業

全 産 業

農 林 水 産 業

鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

繊 維 工 業

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

医 薬 品 製 造 業

化 学 工 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

ゴ ム 製 品 工 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

放 送 業

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 工 業

そ の 他 の 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

通 信 業

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関

専門サービス（他に分類されないもの）
技術サービス（他に分類されないもの）

サービス業（他に 分類さ れないも の）

情 報 サ ー ビ ス 業

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ附随・その他の情報通信業

運 輸 業 、 郵 便 業

卸 売 業

金 融 業 、 保 険 業

学 術 研 究 、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

Ⅱ
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18．非営利団体・公的機関

Non-profit institutions and public organizations

18．非営利団体・公的機関　Non-profit institutions and public organizations

18-1	 組織・学問別研究費の推移　 

R&D expenditures by kind of organization and field of science
（単位： 百万円  million yen）

理 学
工 学
農 学
保 健

教 育 学 ・ そ の 他

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

特殊法人・独立行政法人
自 然 科 学

理 学
工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学

自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

国 営
自 然 科 学

理 学
工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

公 営

工 学
農 学
保 健

総 計
自 然 科 学

理 学

組織，学問
Kind  of  organization，

年度

保 健
農 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

非 営 利 団 体
自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学

公 的 機 関
自 然 科 学

理 学
工 学

教 育 学 ・ そ の 他

理 学
工 学
農 学
保 健

Ⅱ
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18-2	 組織・学問・費目別研究費（平成 25 年度） 

R&D expenditures by sector of type of cost, kind of organization and field of 

science（FY2013）

研　究　費

（百万円  million  yen）

（A）

理 学
工 学
農 学
保 健

理 学
工 学
農 学
保 健

 (※)

理 学
工 学
農 学
保 健

注） 研究者数は平成27年3月31日現在の値である。

（※） Government-affiliated  agencies  and  research  institutions,  and  incorporated  administrative  agency

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学
保 健

自 然 科 学

自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

特殊法人・独立行政法人

国 営

公 営

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

農 学

公 的 機 関

理 学

保 健

工 学

保 健
人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

自 然 科 学

非 営 利 団 体

理 学
工 学
農 学

教 育 学 ・ そ の 他

農 学

自 然 科 学

工 学

総 計

理 学

原 材 料 費

組織，学問
Kind  of  organization，

費目

人　件　費

 内 　訳 
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Non-profit institutions and public organizations

研 究 者 数

（人  Persons） （万円  10,000 yen）

（B） （A）/（B）

研究者１人
当たり研究費

有形固定資産
購入費

リース料
そ の 他 の
経　　　 費

（百万円  million  yen）

無形固定資産
購入費

Ⅱ
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18-3	 組織・学問別研究関係従業者数（平成 26 年） 

Number of R&D personnel by kind of occupation, kind of organization and field of 

science（2014）

（単位： 人  persons）

理 学
工 学
農 学
保 健

理 学
工 学
農 学
保 健

理 学
工 学
農 学
保 健

注） １. 平成27年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究支援者は、研究補助者、技能者及び研究事務その他の関係者である。

公 的 機 関
自 然 科 学

非 営 利 団 体
自 然 科 学

理 学
工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

理 学
工 学
農 学
保 健

教 育 学 ・ そ の 他

公 営

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

国 営

教 育 学 ・ そ の 他

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

特殊法人・独立行政法人
自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学

自 然 科 学

自 然 科 学

教 育 学 ・ そ の 他

総 計
自 然 科 学

理 学
工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学

総　　　数 研 究 者

組織，学問
Kind  of  organization，

研究補助者 技 能 者
研究者１人
当たり研究
支援者数

 研究事務その
他の関係者

区分
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18．非営利団体・公的機関

Non-profit institutions and public organizations

18-4	 組織・学問別研究者数の推移　 

Number of researchers by kind of organization and field of science

（単位： 人  persons）

注） 各年とも3月31日現在の値である。

工 学
農 学
保 健

非 営 利 団 体
自 然 科 学

理 学
工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学

保 健

理 学

教 育 学 ・ そ の 他

特殊法人・独立行政法人
自 然 科 学

理 学

農 学

理 学

教 育 学 ・ そ の 他

工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学

自 然 科 学

教 育 学 ・ そ の 他

国 営
自 然 科 学

理 学
工 学

組織，学問
Kind  of  organization，

総 計
自 然 科 学

理 学

年

工 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

公 営
自 然 科 学

工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学

農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

公 的 機 関

Ⅱ
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18-5	 組織・学問別研究者数（実数）（平成 26 年） 

Number of researchers by kind of organization and field of science （head-counts）

（2014）

計

理 学
工 学
農 学
保 健

理 学
工 学
農 学
保 健

（※）

理 学
工 学
農 学
保 健

注） １. 研究者数（実数）を専門的知識の別によって区分したものである。

注） ２. 平成27年3月31日現在の値である。

（※） Government-affiliated agencies and research institutions, and incorporated administrative agencies

保 健

総 計
自 然 科 学

理 学
工 学
農 学

自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

公 的 機 関
自 然 科 学

理 学
工 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

国 営

特殊法人・独立行政法人
自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

非 営 利 団 体
自 然 科 学

理 学
工 学
農 学
保 健

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

公 営
自 然 科 学

人 文 ・ 社 会 科 学
教 育 学 ・ そ の 他

組織，学問
Kind  of  organization， Field  of  science

学問
研 究 者 数
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18．非営利団体・公的機関

Non-profit institutions and public organizations

（単位： 人  persons）

人文・社 会 科 学 そ  の  他

理　　学 工　　学 農　　学 保　　健

自　　　然　　　科　　　学

Ⅱ
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19．大学等

Universities and colleges

19．大学等　Universities and colleges

19-1	 組織・学問別研究費の推移　 

R&D expenditures by kind of organization and field of science
（単位： 百万円  million yen）

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

人文・社会科学

そ の 他

自 然 科 学

そ の 他

総 計

国 立

公 立

私 立

人文・社会科学

そ の 他

自 然 科 学

自 然 科 学

自 然 科 学

人文・社会科学

人文・社会科学

そ の 他

組織，学問
Kind  of  organization，

年度

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

19-2	 組織・学問・費目別研究費（平成 26 年度） 

R&D expenditures by sector of type of cost, kind of organization and field of 

science（FY2014）

百万円

（A）

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

注） １. 研究者数及び教員数は平成27年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究者は、本務者のみで兼務者は含まない。

自 然 科 学

人文・社会科学

総 計

国 立

公 立

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

人文・社会科学

そ の 他

人　件　費 原 材 料 費

自 然 科 学

組織，学問
Kind  of  organization， Field  of  science

費目

そ の 他

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

私 立

内  　　　　訳　 （百万円  million  yen）研　究　費

有形固定資産
購入費
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19．大学等

Universities and colleges

教 員 数(人）

万円 万円

（Persons） （Persons）

（B） （C） （A）/（B） （A）/（C）

無形固定資産
購入費

教員１人当
たり研究費

そ の 他 の
経　　　 費

研究本務者
1人当たり
研究費

研 究 者 数（人）

リース料

Ⅱ
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19-3	 組織・学問別研究関係従業者数（平成 27 年） 

Number of R&D personnel by kind of occupation, kind of organization and field of 

science（2015）

（単位： 人  persons）

区分

総　　数 研 究 者 研究補助者 技 能 者
研究事務その
他の関係者

研究者１人
当たり研究
支援者数

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

注） １. 平成27年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究者は、本務者のみで兼務者は含まない。

注） ３. 研究支援者は、研究補助者、技能者及び研究事務その他の関係者である。

人文・社会科学

そ の 他

人文・社会科学

国     立

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

組織，学問
Kind of organization，

総     計

自 然 科 学

そ の 他

公     立

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

私     立

自 然 科 学
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19．大学等

Universities and colleges

19-4	 組織・学問別研究者数の推移　 

Number of regular researchers by kind of organization and field of science

（単位： 人  persons）

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

注） １. 各年とも3月31日現在の値である。

注） ２. 研究者は、本務者のみで兼務者は含まない。

そ の 他

 私    立

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

 国    立

そ の 他

人文・社会科学

そ の 他

 公    立

自 然 科 学

年

人文・社会科学

組織，学問
Kind  of  organization，

総     計

自 然 科 学

自 然 科 学

人文・社会科学

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

19-5	 組織・学問・職種別研究者数（平成 27 年） 

Number of regular researchers by kind of occupation, kind of organization and field 

of science（2015）

総　　　数 教　　　員
大学院博士

課程の在籍者
医 局 員 

その他の
研究員

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

注） １. 平成27年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究者は、本務者のみで兼務者は含まない。

 公    立

（単位： 人  persons）

総     数

自 然 科 学

人文・社会科学

区分

組織，学問
Kind  of  organization，

そ の 他

 国    立

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

そ の 他

 私    立

自 然 科 学

人文・社会科学
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19．大学等

Universities and colleges

19-6	 組織・学問別研究者数（実数）（平成 27 年） 

Number of regular researchers by field of science and kind of organization（head-counts）（2015）

（単位： 人  persons）

計 理　学 工　学 農　学 保　健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

理 学

工 学

農 学

保 健

注） １. 平成27年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究者数（本務者、実数）を専門的知識の別によって区分したものである。

その他
自　　　然　　　科　　　学 人  文・

社会科学

 私    立

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

 公    立

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

研究者数

組織，学問
Kind  of  organization，

学問

人文・社会科学

そ の 他

総     計

自 然 科 学

人文・社会科学

そ の 他

 国    立

自 然 科 学

Ⅱ
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20．技術貿易　Technology trade

20-1	 技術貿易額の推移　Technology trade value

収支比 収支比

（A）/（B） （C）/（D）

元

２

３

４

５

６

７

８

９

注） 日銀統計は1996年1月分から集計方法等が変更され、1991年度以降の値も改訂された｡

注） また、2014年１月分からも集計方法が変更された。

資料： 日本銀行「国際収支統計季報」、「国際収支統計月報」、「国際収支統計」、

　　　　総務省統計局「科学技術研究調査報告」

百万円（百万ドル）

million yen （million dollar） million yen （million dollar） million yen （million dollar） million yen （million dollar）
年度

百万円（百万ドル） 百万円（百万ドル） 百万円（百万ドル）

Receipts（A） Payments（B） Receipts（C） Payments（D）

対価受取額 対価支払額

項目 日　　銀　　統　　計 総　　務 省　　統　　計

対価受取額 対価支払額
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20．技術貿易

Technology trade

収支比 収支比

（A）/（B） （C）/（D）

元

２

３

４

５

６

７

８

９

注） 日銀統計は1996年1月分から集計方法等が変更され、1991年度以降の値も改訂された｡

注） また、2014年１月分からも集計方法が変更された。

資料： 日本銀行「国際収支統計季報」、「国際収支統計月報」、「国際収支統計」、

　　　　総務省統計局「科学技術研究調査報告」

百万円（百万ドル）

million yen （million dollar） million yen （million dollar） million yen （million dollar） million yen （million dollar）
年度

百万円（百万ドル） 百万円（百万ドル） 百万円（百万ドル）

Receipts（A） Payments（B） Receipts（C） Payments（D）

対価受取額 対価支払額

項目 日　　銀　　統　　計 総　　務 省　　統　　計

対価受取額 対価支払額

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

20-2	 産業別技術貿易額の推移　Technology trade value by industry

20-2-1	 対価受取額　Technology receipts by industry

全産業
（金融・保険業を除く全産業）
農林水産業
鉱業，採石業，砂利採取業
建設業
製造業
食料品製造業
繊維工業
パルプ・紙・紙加工品製造業
印刷・同関連業
医薬品製造業
化学工業
総合化学工業
油脂･塗料製造業
その他の化学工業

石油製品･石炭製品製造業
プラスチック製品製造業
ゴム製品製造業
窯業・土石製品製造業
鉄鋼業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
機械工業
はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業
電子部品・デバイス・電子回路製造業
電気機械器具製造業
電子応用・電気計測器製造業
その他の電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
自動車・同附属品製造業
その他の輸送用機械器具製造業

精密機械工業
その他の製造業

電気･ガス･熱供給･水道業
情報通信業
ソフトウェア・情報処理業
通信業
放送業
新聞・出版・その他の情報通信
情報サービス業
インターネット附随・その他の情報通信業

運輸業，郵便業
卸売業
金融業，保険業
学術研究，専門・技術サービス業
専門サービス業
学術研究機関
その他の事業サービス業
学術・開発研究機関
専門サービス業（他に分類されないもの）
技術サービス業（他に分類されないもの）
サービス業（他に分類されないもの）

注） 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、平成19年度から科学技術研究調査産業分類が変更された。

産業

年度
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20．技術貿易

Technology trade

（単位： 百万円  million yen）

構 成 比 対前年度比
対価受取額の社
内使用研究費比

（％） （％）

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

20-2-2	 対価支払額　Technology payments by industry

全産業
 (金融･保険業を除く全産業)
農林水産業
鉱業，採石業，砂利採取業
建設業
製造業

食料品製造業
繊維工業
パルプ･紙・紙加工品製造業
印刷・同関連業
医薬品製造業
化学工業

総合化学工業
油脂・塗料製造業
その他の化学工業

石油製品･石炭製品製造業
プラスチック製品製造業
ゴム製品製造業
窯業・土石製品製造業
鉄鋼業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
機械工業
はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業
電子部品・デバイス・電子回路製造業
電気機械器具製造業

電子応用・電気計測器製造業
その他の電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業
輸送用機械器具製造業

自動車・同附属品製造業
その他の輸送用機械器具製造業

精密機械工業
その他の製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業

ソフトウェア・情報処理業
通信業
放送業
新聞・出版・その他の情報通信
情報サービス業
インターネット附随・その他の情報通信業

運輸業，郵便業
卸売業
金融業，保険業
学術研究，専門・技術サービス業

専門サービス業
学術研究機関
その他の事業サービス業
学術・開発研究機関
専門サービス業（他に分類されないもの）
技術サービス業（他に分類されないもの）
サービス業（他に分類されないもの）

注） 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、平成19年度から科学技術研究調査産業分類が変更された。

産業

年度
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20．技術貿易

Technology trade

（単位：百万円  million yen）

構 成 比
対

前年度比
対価支払額の社
内使用研究費比

（％） (％)

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

20-3	 地域別・国別技術貿易額の推移　 

Technology trade value by country and geographic area

20-3-1	 対価受取額　Technology receipts by country and geographic area

東アジア・東南アジア

インド

インドネシア

韓国

タイ

中国

台湾

フィリピン

マレーシア

シンガポール

西アジア

北アメリカ

米国

カナダ

メキシコ

南アメリカ

ブラジル

ヨーロッパ

英国

イタリア

オランダ

ドイツ

フランス

ベルギー

アフリカ

南アフリカ

オセアニア

オーストラリア

　 　　　計

年度

地域・国
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20．技術貿易

Technology trade

（単位： 億円  100 million yen）

構 成 比 対前年度比

（％）

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

20-3-2	 対価支払額　Technology payments by country and geographic area

北アメリカ

米国

ヨーロッパ

英国

イタリア

オランダ

スイス

スウェーデン

ドイツ

フランス

その他

計

年度

地域・国
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20．技術貿易

Technology trade

（単位： 億円  100 million yen）

（％）

構 成 比 対前年度比

Ⅱ
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Indicators of S&T in Japan

20-4	 産業・地域別技術貿易額（平成 26 年度） 

Technology trade value by geographic area and industry（FY2014）

全産業

農林水産業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

食料品製造業

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

医薬品製造業

化学工業

総合化学工業

油脂･塗料製造業

その他の化学工業

石油製品･石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

電子応用・電気計測器製造業

その他の電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

自動車・同附属品製造業

その他の輸送用機械器具製造業

その他の製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

通信業

放送業

情報サービス業

インターネット附随・その他の情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

金融業，保険業

学術研究，専門・技術サービス業

学術・開発研究機関

専門サービス業（他に分類されないもの）

技術サービス業（他に分類されないもの）

北アメリカ

地域

西アジア
輸出額

サービス業（他に分類されないもの）

産業

東アジア・東南
アジア
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20．技術貿易

Technology trade

（単位： 百万円  million yen）

その他南アメリカ ヨーロッパ その他
輸入額

北アメリカ ヨーロッパ

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

20-5	 日本の主要業種における技術貿易の国（地域）別収支（平成 26 年度） 

Technology trade balance in Japan's major industrial sectors by country and region

（FY2014）

自動車・同附属品製造業　 Motor vehicles and accessories （単位： 百万円  million yen）

技術輸出 技術輸入 輸出－輸入

ア メ リ カ
タ イ
中 国
カ ナ ダ
イ ン ド ネ シ ア
イ ン ド
メ キ シ コ
イ ギ リ ス
ブ ラ ジ ル
マ レ ー シ ア
そ の 他
合 計

情報通信機械器具製造業　 （単位： 百万円  million yen）

技術輸出 技術輸入 輸出－輸入

中 国
韓 国
オ ラ ン ダ
マ レ ー シ ア
フ ィ リ ピ ン
タ イ
台 湾
シ ン ガ ポ ー ル
イ ン ド ネ シ ア
イ ン ド
ド イ ツ △ 1,820
イ ギ リ ス △ 3,164
フ ラ ン ス △ 6,631
ア メ リ カ △ 6,113
そ の 他 △ 3,777
合 計

医薬品製造業　 Pharmaceuticals （単位： 百万円  million yen）

技術輸出 技術輸入 輸出－輸入

ア メ リ カ
イ ギ リ ス
ス イ ス
ド イ ツ
中 国
フ ィ ン ラ ン ド
フ ラ ン ス
イ タ リ ア
韓 国
イ ン ド ネ シ ア
そ の 他
合 計

 注） 「輸出－輸入」の絶対値が上位の１０か国に加え、米国、ドイツ、フランス、英国のデータを記載している。

相手国（地域）

相手国（地域）

相手国（地域）

輸出入額

輸出入額

輸出入額
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20．技術貿易

Technology trade
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

21．特許　Patents

21-1	 日本人・外国人別特許件数の推移　 

Number of patent applications and grants by Japanese and foreign nationals

21-1-1	 出願　Patent applications

（単位： 件  applications）

比率 比率
Ratio （％） Ratio （％）

元

資料： 特許庁「特許庁年報」、「特許行政年次報告書」

年 日 本 人 外 国 人 合　　　計
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21．特許

Patents

21-1-2	 登録　Patent grants

（単位： 件  grants）

比率 比率
Ratio （％） Ratio （％）

元

資料： 特許庁「特許庁年報」、「特許行政年次報告書」

合　　　計年 日 本 人 外 国 人

Ⅱ



174

Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

21-2-2	 登録　Patent grants

21-2	 部門別特許件数の推移　Number of patents by field

21-2-1	 出願　Patent applications
（単位： 件  applications）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

合 計

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２. （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ３．化学・冶金・繊維については、平成17年より「C40」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

21-2-2　登録　 Patent grants

（単位： 件  grants）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

登 録 総 数

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２．登録総数は、表に掲載されていない部門の件数も含むため、表中の各年の合計値と一致しない場合がある。
注） ３． （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ４．化学・冶金・繊維については、平成21年より「Ｃ４０」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

部門別

年

部門別

年
（単位： 件  applications）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

合 計

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２. （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ３．化学・冶金・繊維については、平成17年より「C40」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

21-2-2　登録　 Patent grants

（単位： 件  grants）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

登 録 総 数

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２．登録総数は、表に掲載されていない部門の件数も含むため、表中の各年の合計値と一致しない場合がある。
注） ３． （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ４．化学・冶金・繊維については、平成21年より「Ｃ４０」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

部門別

年

部門別

年
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21．特許

Patents

（単位： 件  applications）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

合 計

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２. （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ３．化学・冶金・繊維については、平成17年より「C40」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

21-2-2　登録　 Patent grants

（単位： 件  grants）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

登 録 総 数

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２．登録総数は、表に掲載されていない部門の件数も含むため、表中の各年の合計値と一致しない場合がある。
注） ３． （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ４．化学・冶金・繊維については、平成21年より「Ｃ４０」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

部門別

年

部門別

年

（単位： 件  applications）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

合 計

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２. （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ３．化学・冶金・繊維については、平成17年より「C40」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

21-2-2　登録　 Patent grants

（単位： 件  grants）

構成比

（％）

生 活 用 品
（ Ａ ０ １ ～ Ａ ６ ３ ）

処 理 ・ 操 作 ・ 輸 送
（ Ｂ ０ １ ～ Ｂ ８ ２ ）

化 学 ・ 冶 金 ・ 繊 維
（Ｃ０１～Ｃ３０（Ｃ４０），Ｄ０１～Ｄ２
１ ）

建 設
（ Ｅ ０ １ ～ Ｅ ２ １ ）

機 械 工 学
（ Ｆ ０ １ ～ Ｆ ４ ２ ）

物 理
（ Ｇ ０ １ ～ Ｇ ２ １ ）

電 気
（ Ｈ ０ １ ～ Ｈ ０ ５ ）

登 録 総 数

注） １. 本表の件数は、分類が付与された件数である。
注） ２．登録総数は、表に掲載されていない部門の件数も含むため、表中の各年の合計値と一致しない場合がある。
注） ３． （　）内は、「特許行政年次報告書」における分類記号で、各部門の内訳を表す。
注） ４．化学・冶金・繊維については、平成21年より「Ｃ４０」の分類の値を加えた件数となっている。
資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

部門別

年

部門別

年

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

21-3-2	 登録　Patent grants

21-3	 日本における国籍別特許件数の推移　 

Number of patents in Japan by applicants' nationality

21-3-1	 出願　Patent applications

米 国
ド イ ツ
韓 国
フ ラ ン ス
ス イ ス
中 国
オ ラ ン ダ
英 国
台 湾
ス ウ ェ ー デ ン
イ タ リ ア
カ ナ ダ
オ ー ス ト ラ リ ア
そ の 他
合 計

資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

21-3-2  登録   Patent grants

米 国
ド イ ツ
韓 国
フ ラ ン ス
オ ラ ン ダ
ス イ ス
ス ウ ェ ー デ ン
英 国
台 湾
中 国
イ タ リ ア
カ ナ ダ
オ ー ス ト ラ リ ア
そ の 他
合 計

資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

外 国 人

日 本 人
外 国 人

国籍

年

年

国籍

日 本 人

米 国
ド イ ツ
韓 国
フ ラ ン ス
ス イ ス
中 国
オ ラ ン ダ
英 国
台 湾
ス ウ ェ ー デ ン
イ タ リ ア
カ ナ ダ
オ ー ス ト ラ リ ア
そ の 他
合 計

資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

21-3-2  登録   Patent grants

米 国
ド イ ツ
韓 国
フ ラ ン ス
オ ラ ン ダ
ス イ ス
ス ウ ェ ー デ ン
英 国
台 湾
中 国
イ タ リ ア
カ ナ ダ
オ ー ス ト ラ リ ア
そ の 他
合 計

資料： 特許庁「特許行政年次報告書」

外 国 人

日 本 人
外 国 人

国籍

年

年

国籍

日 本 人
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21．特許

Patents

（単位： 件  applications）

構成比

 （％）

（単位： 件  grants）

構成比

 （％）

（単位： 件  applications）

構成比

 （％）

（単位： 件  grants）

構成比

 （％）

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

21-4	 日本人の外国への特許件数の推移　 

Number of Japanese-oriented overseas patents

21-4-1	 出願　Patent applications

千件 割合 千件 割合 千件 割合 千件 割合
（1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％）

千件 割合 千件 割合 千件 割合 千件 割合
（1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％）

千件 割合 千件 割合
（1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％）

注） ＰＣＴ国際特許出願に基づく国内移行段階件数を含む。
資料： WIPO Statistics Database, December 2015

米　　　国 中　　　国 欧州特許庁 韓　　　国

年

国別 ド   イ   ツ ロシア カ　ナ　ダ オーストラリア

国別

年

国別 英　　　国 フ ラ ン ス その他 合　　　計

年 千件 千件

（1,000 applications） （1,000 applications）
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21．特許

Patents

21-4-2	 登録　Patent grants

千件 割合 千件 割合 千件 割合 千件 割合
（1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％）

千件 割合 千件 割合 千件 割合 千件 割合
（1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％）

千件 割合 千件 割合
（1,000 applications） （％） （1,000 applications） （％）

注） ＰＣＴ国際特許出願に基づく登録件数を含む。
資料： WIPO Statistics Database, December 2015

米　　　国 中　　　国 欧州特許庁 韓　　　国国別

年

国別 ド   イ   ツ ロシア カ　ナ　ダ オーストラリア

年

国別 英　　　国 フ ラ ン ス その他 合　　　計

（1,000 applications） （1,000 applications）
年 千件 千件

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

21-5-2	 登録　Patent grants

21-5	 日本人の外国・自国別特許件数の推移　 

Number of overseas and Japanese patents by Japanese applicants

21-5-1	 出願　Patent applications

（単位： 万件  10,000 applications）

比率 比率

（％） （％）

注） １. 日本人が外国及び自国に出願した件数である。
注） ２. PCT国際特許出願に基づく国内・地域段階移行件数を含む。
資料： WIPO Statistics Database, December 2015

21-5-2　登録　 Patent grants

 （単位： 万件  10,000 grants）

比率 比率

（％） （％）

注） １. 日本人による出願が、外国及び自国において登録された件数である。　
注） ２. PCT国際特許出願に基づく登録件数を含む。
資料： WIPO Statistics Database, December 2015

日　　本 合　　計

日　　本 合　　計

年

年

外　　国

外　　国

（単位： 万件  10,000 applications）

比率 比率

（％） （％）

注） １. 日本人が外国及び自国に出願した件数である。
注） ２. PCT国際特許出願に基づく国内・地域段階移行件数を含む。
資料： WIPO Statistics Database, December 2015

21-5-2　登録　 Patent grants

 （単位： 万件  10,000 grants）

比率 比率

（％） （％）

注） １. 日本人による出願が、外国及び自国において登録された件数である。　
注） ２. PCT国際特許出願に基づく登録件数を含む。
資料： WIPO Statistics Database, December 2015

日　　本 合　　計

日　　本 合　　計

年

年

外　　国

外　　国
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22．産学連携

Industry-academy cooperation

22．産学連携　Industry-academy cooperation

22-1	 国立大学等と民間等との共同研究実施件数の推移　 

Trend in the number of joint research projects between national universities and 

the private sector

年度

件数

年度

件数

年度

件数

年度

件数

資料： 文部科学省産業連携・地域支援課調べ

注）　１．本資料において国立大学等とは、国立大学、国立高等専門学校、大学共同利用機関を指す。
注）　２．本資料において民間企業等とは、民間企業、独立行政法人、公益法人、地方公共団体、外国政府機関、
　　　　　 外国企業等を指す。

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

23．国際交流　International researchers exchange

23-1	 地域別交流者数［派遣］（平成 26 年度） 

Number of Japanese researchers dispatched abroad by geographic area（FY2014）

23-2	 地域別交流者数［受入］（平成 26 年度） 

Number of foreign researchers invited to Japan by geographic area（FY2014）

23　国際交流　 International researchers exchange 

23-1　地域別交流者数［派遣］ (平成26年度)

23-1　Number of Japanese researchers dispatched abroad by geographic area （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

　アジア

　ヨーロッパ（含NIS諸国）
Europe  （including  NIS
Countries）

　中南米

　北米

　オセアニア

　アフリカ

　中東

  不明

派遣合計

注） 人数は、大学等、国立高等専門学校、国立試験研究機関、独立行政法人・特殊法人等研究機関に

      おける、研究活動を目的とした研究者の派遣(受入）者数（23-2～4において同じ）

資料： 文部科学省「国際研究交流状況調査」（23-2～4において同じ）

23-2　地域別交流者数［受入］ （平成26年度）

23-2　Number of foreign researchers invited to Japan by geographic area （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

　アジア

　ヨーロッパ（含NIS諸国）
Europe  （including  NIS
Countries）

　中南米

　北米

　オセアニア

　アフリカ

　中東

  不明

　受入合計

地域

地域

23　国際交流　 International researchers exchange 

23-1　地域別交流者数［派遣］ (平成26年度)

23-1　Number of Japanese researchers dispatched abroad by geographic area （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

　アジア

　ヨーロッパ（含NIS諸国）
Europe  （including  NIS
Countries）

　中南米

　北米

　オセアニア

　アフリカ

　中東

  不明

派遣合計

注） 人数は、大学等、国立高等専門学校、国立試験研究機関、独立行政法人・特殊法人等研究機関に

      おける、研究活動を目的とした研究者の派遣(受入）者数（23-2～4において同じ）

資料： 文部科学省「国際研究交流状況調査」（23-2～4において同じ）

23-2　地域別交流者数［受入］ （平成26年度）

23-2　Number of foreign researchers invited to Japan by geographic area （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

　アジア

　ヨーロッパ（含NIS諸国）
Europe  （including  NIS
Countries）

　中南米

　北米

　オセアニア

　アフリカ

　中東

  不明

　受入合計

地域

地域
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23．国際交流

International researchers exchange

23-3	 国別（上位 10 か国）交流者数［派遣］（平成 26 年度） 

Number of Japanese researchers dispatched abroad by top 10 countries（FY2014）

23-4	 国別（上位 10 か国）交流者数［受入］（平成 26 年度） 

Number of foreign researchers invited to Japan by top 10 countries（FY2014）

23-3　国別（上位１０か国）交流者数［派遣］ （平成26年度）

23-3　Number of Japanese researchers dispatched abroad by top 10 countries （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

アメリカ合衆国

中国

韓国

フランス

ドイツ

台湾

イギリス

タイ

イタリア

カナダ

その他・不明

派遣合計

23-4　国別（上位１０か国）交流者数［受入］ （平成26年度）

23-4　Number of foreign researchers invited to Japan by top 10 countries （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

アメリカ合衆国

中国

韓国

イギリス

フランス

ドイツ

台湾

タイ

インド

インドネシア

その他・不明

　受入合計

国

国

23-3　国別（上位１０か国）交流者数［派遣］ （平成26年度）

23-3　Number of Japanese researchers dispatched abroad by top 10 countries （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

アメリカ合衆国

中国

韓国

フランス

ドイツ

台湾

イギリス

タイ

イタリア

カナダ

その他・不明

派遣合計

23-4　国別（上位１０か国）交流者数［受入］ （平成26年度）

23-4　Number of foreign researchers invited to Japan by top 10 countries （FY2014）

人数 （うち、30日超） 構成比 （うち、30日超）

アメリカ合衆国

中国

韓国

イギリス

フランス

ドイツ

台湾

タイ

インド

インドネシア

その他・不明

　受入合計

国

国
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

23-5	 研究者交流の推移　Progress of researchers exchange
（単位： 人  Person)

試験
研究
機関

（国立）

試験
研究
機関

（独法）

研究
開発
特殊

法人等

小計

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

派遣

受入

注） 研究開発特殊法人は、平成17年度において独立行政法人化されている。

資料： 文部科学省「国際研究交流状況調査」

平成
17年度
（FY2005）

公立
大学

私立
大学

平成
13年度
（FY2001）

平成
14年度
（FY2002）

平成
20年度
（FY2008）

平成
21年度
（FY2009）

平成
19年度
（FY2007）

平成
15年度
（FY2003）

平成
18年度
（FY2006）

平成
16年度
（FY2004）

平成
26年度
（FY2014）

平成
23年度
（FY2011）

平成
22年度
（FY2010）

平成
25年度
（FY2013）

平成
24年度
（FY2012）

(うち、
30日超）

国立
大学等

国立試験研究機関等

計
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24．科学技術関係経費

S&T budget

24．科学技術関係経費　S&T budget

24-1	 科学技術関係経費の推移　Budget appropriations for S&T

24-1-1	 項目別　Budget appropriations for S&T by item

（単位： 百万円  million yen）

対前年度
伸 び 率

対前年度
伸 び 率

対前年度
伸 び 率

対前年度
伸 び 率

（％） （％） （％） （％）

△0.05

△7.6
△2.1

△ 62.5
△2.8 △ 0.5 △ 2.4

△ 8.0
△1.4 △ 0.2 △ 9.7

△2.1 △ 0.7
△ 3.2 △ 1.6

△ 1.6 △2.8 △ 2.3
△ 1.0 △0.9 △ 1.0 △ 7.7

△ 7.5
△ 3.9 △1.7 △ 2.7 △ 12.0

△4.9 △ 2.5

対前年度
伸 び 率

Ｅ=Ｃ+Ｄ （％）

△ 0.8
△ 0.1
△ 1.8

△ 0.2

△ 2.2

△ 4.2
△ 0.5

注） ５. 算定している（この額は、国立大学等が法人化される前の国立学校特別会計制度における科学技術

注） １. 科学技術基本計画（第1期～第4期）の策定に伴い、平成13年度・平成18年度及び平成23年度

注） １. に対象経費の範囲が見直されている。

注） ５. 関係経費に相当する額である。）。平成18年度からは、自己収入を含まない算定方法に変更した。

資料： 内閣府のデータを元に文部科学省作成

注） ２. 各年度とも当初予算である。

注） ３．地方公共団体の額について、平成27年度については当初予算、平成26年度以前は最終予算である。

注） ４. 一般会計中の科学技術関係経費のうち、国立大学法人等については、平成18年度以前は、国費である。

注） ５. 運営費交付金及び施設整備費補助金に、自己収入（病院収入、授業料、受託事業等）を含めた総額から

年度

地方公共団体
における
科学技術
関係経費
（参　考）

科学技術
関係経費

総額

その他の
研　　究
関 係 費

項目

年度

特別会計中
の科学技術
関係経費

一般会計中
の科学技術
関係経費

科学技術
振 興 費

項目

Ⅱ
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24-1-2	 府省庁別　Budget appropriations for S&T by ministry and agency

（単位： 百万円  million yen）

国 会

内 閣 官 房

復 興 庁

内 閣 府

警 察 庁

総 務 省

法 務 省

外 務 省

財 務 省

文 部 科 学 省

厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

国 土 交 通 省

環 境 省

防 衛 省

合 計

　

注) ２. 各府省の予算額には復興庁一括計上分を含む。

資料： 内閣府のデータを元に文部科学省作成

注) １. 各年度とも当初予算である。

府省庁
Ministry， Agency

年度
23（'11）22（'10） 25（'13）24（'12）
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24．科学技術関係経費

S&T budget

24-1-3	 組織別　Budget appropriations for S&T by kind of organization

（単位： 百万円  million yen）

国 立 試 験 研 究 機 関
国 の 特 別 な 機 関 を 含 む ）

独 立 行 政 法 人

大 学 等
（国立大学・大学共同利用機関法人
・ 高 専 ・ 私 学 含 む ）

そ の 他 （ 内 局 経 費 含 む ）

合 計

注） 各年度とも当初予算である。

資料： 内閣府のデータを元に文部科学省作成

項目

年度

Ⅱ
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24-2	 政府関係試験研究機関等における科学技術関係経費の推移　 

Budget appropriations for government research institutes
（単位： 千円  thousand yen）

（内   閣   府）

（警   察   庁）

（総   務   省）

日本医療研究開発機構

（法   務   省）

（外   務   省）

（財   務   省）

（文部科学省）

（厚生労働省）

酒類総合研究所

年度

府省庁・研究機関
Agency， Res.inst.

国立科学博物館

日本医療研究開発機構

国立感染症研究所

日本原子力研究開発機構

沖縄科学技術研究基盤整備機構

量子科学技術研究開発機構　

国立健康・栄養研究所

法務総合研究所

国立保健医療科学院

関税中央分析所

国立医薬品食品衛生研究所

情報通信研究機構

消防研究センター

日本スポーツ振興センター

経済社会総合研究所

科学警察研究所

日本学士院

国際協力機構

国立文化財機構

日本芸術文化振興会

青少年教育振興機構

物質・材料研究機構

科学技術・学術政策研究所

理化学研究所

科学技術振興機構

海洋研究開発機構

日本学術振興会

宇宙航空研究開発機構

防災科学技術研究所

国立社会保障・人口問題研究所

国立教育政策研究所

国立特別支援教育総合研究所

労働者健康安全機構　
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S&T budget

（単位： 千円  thousand yen）

年度

府省庁・研究機関
Agency， Res.inst.

（農林水産省）

（経済産業省）

（国土交通省）

（環   境   省）

環境再生保全機構

（防   衛   省）

資料： 内閣府のデータを元に文部科学省作成

原子力安全基盤機構

土木研究所

国立長寿医療研究センター

石油天然ガス・金属鉱物資源機構

農業・食品産業技術総合研究機構

国立環境研究所

国土技術政策総合研究所

気象研究所

国土地理院

自動車技術総合機構　

環境調査研修所

鉄道建設・運輸施設整備支援機構

産業技術総合研究所

農林水産政策研究所

国際農林水産業研究センター

農業環境技術研究所

原子力安全基盤機構

海上・港湾・航空技術研究所　

国立精神・神経医療研究センター

工業所有権情報・研修館

製品評価技術基盤機構

農業生物資源研究所

情報処理推進機構

注） 各年度とも当初予算である。

国立がん研究センター

国立循環器病研究センター

国立国際医療研究センター

新エネルギー・産業技術総合開発機構

水産研究・教育機構　

国立成育医療研究センター

技術研究本部

建築研究所

森林総合研究所

医薬基盤・健康・栄養研究所（旧 医薬基盤研究所）

Ⅱ
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24-3	 宇宙関係予算の推移　 

Budget appropriations for space development by ministry/agency
（単位： 百万円  million yen）

宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構

注） １. 各年度とも当初予算である。

注） ２. 四捨五入により百万円単位に整理したため、総額と各項目の合計は必ずしも一致しない。

注） ３.平成２７年度の予算額については、弾道防衛ミサイル防衛関連経費(防衛省)、航空関連経費(文部科学省)を除いている。

資料：内閣府宇宙開発戦略推進事務局調べ

内 閣 府

警 察 庁

環 境 省

外 務 省

総 務 省

合 計

防 衛 省

経 済 産 業 省

国 土 交 通 省

農 林 水 産 省

年度

府省庁
Ministry，Agency

文 部 科 学 省

内 閣 官 房
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24．科学技術関係経費

S&T budget

24-4	 原子力関係予算の推移　 

Budget appropriations for nuclear development by ministry/agency
（単位： 百万円  million yen）

内　閣　府（一般会計）

原 子 力 委 員 会 経 費

原 子 力 安 全 委 員 会 経 費

そ の 他 の 事 業 の 経 費

文部科学省（一般会計）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構

放 射 線 医 学 総 合 研 究 所 経 費

大 学 共 同 利 用 機 関 法 人 経 費

原 子 力 試 験 研 究 費

文 部 科 学 省 内 局 の 経 費

その他関係各省行政費（一般会計）

注） １. 各年度とも当初予算である。

注） ２. 独立行政法人日本原子力研究開発機構の「施設整備費補助金等」は「施設整備費補助金」「国際熱核融合

注） ３. 実験炉研究開発費補助金」「特定先端大型研究施設整備費補助金」を計上したものである。

注） ３. 平成25年度より、対象事業について整理し直している。

注） ４． 放射線医学総合研究所については、平成28年度より日本原子力研究開発機構の一部を移管統合することにより

注） ４． 量子科学技術研究開発機構として発足している。

資料：文部科学省原子力課調べ

合                     計

エネルギー対策特別会計 電源開発促進勘定
(原子力)

一 般 会 計 合 計

年度

費目
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24-5	 海洋科学技術関連経費の推移　 

Budget appropriations for ocean development by ministry/agency
（単位： 百万円  million yen）

府省庁
Ministry， Agency

内 閣 官 房
総 合 海 洋 政 策 本 部 事 務 局

内 閣 府

文 部 科 学 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

国 土 交 通 省

環 境 省

合　　　　　　　　計

注）　１．平成22年度から平成25年度は、内閣官房総合海洋政策本部事務局がまとめている海洋関連予算のうち「海洋を知る」

資料： に分類されているものを合計して掲載している。

注）　２．平成26年度以降は、内閣官房総合海洋政策本部事務局がまとめている海洋関連予算のうち科学技術振興費

資料： に分類されているものを合計して掲載している。

資料：内閣官房総合海洋戦略本部調べのデータを基に海洋地球課作成

年度
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24-6	 地震調査研究関係予算の推移　 

Budget appropriations for earthquake research by ministry/agency

（単位： 百万円  million yen）

注） 上段は当初予算額、下段（　）内は補正予算額である。

資料： 地震調査研究推進本部調べ

気 象 研 究 所

海 上 保 安 庁

文 部 科 学 省

合 計

年度

府省庁
Ministry， Agency

総 務 省

復 興 庁

気 象 庁

国 土 交 通 省

国 土 地 理 院

Ⅱ
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24-7	 競争的資金　Competitive funding by ministry/agency
１． 競争的資金とは

２． 競争的資金総括表　 Comprehensive list of competitive funding

平成27年度 平成28年度

予算額 予算額

百万円 百万円

内閣府 食品安全委員会
食品健康影響評価技術研究

本省 Ministry
戦略的情報通信研究開発推進事業

本省 Ministry
ICTイノベーション創出チャレンジプログラム

本省 Ministry
デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発

消防庁 消防防災科学技術研究推進制度

日本学術振興会
科学研究費助成事業

本省 Ministry、
日本医療研究開発機構 国家課題対応型研究開発推進事業

科学技術振興機構

Technology Agency、
日本医療研究開発機構

戦略的創造研究推進事業

科学技術振興機構

Technology Agency、
日本医療研究開発機構

国際科学技術共同研究推進事業

科学技術振興機構

Technology Agency、
日本医療研究開発機構

研究成果展開事業

本省 Ministry
厚生労働科学研究費補助金

日本医療研究開発機構
医療研究開発推進事業費補助金

日本医療研究開発機構
保健衛生医療調査等推進事業費補助金

小　計  Subtotal

総務省

小　計  Subtotal

　競争的資金とは、資金配分主体が、広く研究開発課題を募り、提案された課題の中か
ら専門家を含む複数の者による、科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて実
施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金をいう。

　"Competitive funding" is R&D funding programs which allocate for research projects

省庁名 担当機関 制　　　　度　　　　名

小　計  Subtotal

文部科学省

小　計  Subtotal

厚生労働省
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24．科学技術関係経費

S&T budget

平成27年度 平成28年度

予算額 予算額

百万円 百万円

省庁名 担当機関 制　　　　度　　　　名

農林水産省

本省 Ministry
農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業

本省 Ministry
戦略的基盤技術高度化・連携支援事業
（※）

本省 Ministry
ものづくり中小企業・小規模事業者等連携事業創造促進
事業
(※)

新エネルギー・産業技術総
合開発機構

先導的産業技術創出事業

本省 Ministry
建設技術研究開発助成制度

本省 Ministry
交通運輸技術開発推進制度

環境省
本省 Ministry、
環境再生保全機構（予定）

（To Be Determined）

環境研究総合推進費

防衛省
防衛装備庁 安全保障技術研究推進制度

（※） The English versions of the program names marked with asterisk （※）have yet to be decided.

資料： 文部科学省研究振興局競争的資金調整室調べ

注）　２. 各積算欄と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

合　計  Total

小　計  Subtotal

小　計  Subtotal

小　計  Subtotal

小　計  Subtotal

国土交通省

注）　１. 各年度とも当初予算である。

小　計  Subtotal

経済産業省

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

25．科学技術行政機構図　S&T administrative organization charts

総合科学技術・イノベーション会議

原子力委員会

食品安全委員会

経済社会総合研究所

日本学術会議

沖縄科学技術大学院大学学園

日本医療研究開発機構

科学警察研究所

情報通信研究機構

消防研究センター

法務総合研究所

国際協力機構

関税中央分析所

酒類総合研究所

内  閣

内閣府

警察庁

外務省

総務省

法務省

消防庁

国家公安委員会

①

国税庁

財務省
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25．科学技術行政機構図

S&T administrative organization charts

科学技術・学術審議会

日本学士院

地震調査研究推進本部

国立教育政策研究所 科学技術・学術政策研究所

附置研究所

大学共同利用機関法人

国立科学博物館 量子科学技術研究開発機構

国立特別支援教育総合研究所 防災科学技術研究所

科学技術振興機構 海洋研究開発機構
Japan  Agency  for  Marine‐Earth  Science

日本学術振興会 宇宙航空研究開発機構

理化学研究所 国立青少年教育振興機構

物質・材料研究機構 日本スポーツ振興センター

日本原子力研究開発機構 国立高等専門学校機構

日本芸術文化振興会 国立文化財機構

　 ②

文化庁

①

国立大学法人

文部科学省

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

　 ②

国立社会保障・人口問題研究所 国立感染症研究所

国立医薬品食品衛生研究所 国立保健医療科学院

国立がん研究センター 国立循環器病研究センター

国立精神・神経医療研究センター 国立国際医療研究センター

国立成育医療研究センター 国立長寿医療研究センター

国立健康・栄養研究所 医薬基盤研究所

労働者健康安全機構

農林水産政策研究所

農業･食品産業技術総合研究機構

農業生物資源研究所

農業環境技術研究所

国際農林水産業研究センター

森林総合研究所

水産研究・教育機構

③

林野庁

水産庁

農林水産省

厚生労働省

農林水産技術会議
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25．科学技術行政機構図

S&T administrative organization charts

産業技術総合研究所 情報処理推進機構

製品評価技術基盤機構 工業所有権情報・研修館

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 新エネルギー・産業技術総合開発機構

国土技術政策総合研究所 国土交通政策研究所

土木研究所 海上・港湾・航空技術研究所

建築研究所

自動車技術総合機構

気象研究所

④

国土交通省

資源エネルギー庁

気象庁

国土地理院

海上保安庁

特許庁
Japan　Patent Office

中小企業庁

③

経済産業省

Ⅱ
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Ⅱ　日本の科学技術

Indicators of S&T in Japan

環境調査研修所 国立水俣病総合研究センター

国立環境研究所

原子力規制委員会 放射線審議会

技術研究本部

防衛大学校

※　科学技術関係経費を計上している行政機構を示している。

 は、独立行政法人（Independent Administrative Institution）である。

資料： 内閣府のデータを元に文部科学省作成

防衛医科大学校

④

環境省

防衛省
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